
市役所 ☎23−2111　24−5179　白沢支所 ☎53−2111 53−2188　利根支所 ☎56−2111 56−36743 2

公平委員、教育委員、人権擁護委員について

公平委員に萩原和男さんが再任

公平委員の定数は法律で３人と定められており、見

識を有する人から選出され、議会の同意を得て選任さ

れています。このうち、萩原和男さん(白沢町生枝)

が、10月１日付で再任されました。

２　資金不足比率

本市が経営する５特別会計(水道事業会計、簡易水道事業特別会計、下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計、

電気事業特別会計)に資金不足額は生じませんでした。

※資金不足比率とは、地方公共団体(一部事務組合などを含む)が経営する上下水道事業、病院事業、観光施設事業などの

公営企業における資金不足額の程度を示す指標

１　健全化判断比率

本市の健全化判断比率

本市に実質赤字額および連結実質赤字額はありませんでした。また、本市の実質公債費比率および将来負担比率は、

早期健全化基準を下回りました。

平成29年度決算に基づく本市の状況については次のとおりです。

第３回沼田市議会定例会において、平成29年度一般会計および特別会計

７件の歳入歳出決算と水道事業決算が認定されました。一般会計の歳入は

239億5,753万円、歳出は231億4,237万円です。各会計別の決算はグラフと

表のとおりです。金額は万円単位にしたため、端数処理をしています。

※｢—｣は、実質赤字額、連結実質赤字額がないことを示します

※資本的収入額が支出額に対して不足する額5,286万円は、当年度分消費税お

よび地方消費税資本的収支調整額、過年度分損益勘定留保資金および当年

度分損益勘定留保資金で補てんしました

人権擁護委員が委嘱されました

人権擁護委員は法務大臣から委嘱を受け、人権啓発

活動や人権問題の相談に応じるなど、人権に関するさ

まざまな活動に取り組んでいます。

委員の任期は３年間で、現在本市では10人が委嘱を

受け活動しています。そのうち、次の人が10月１日付

で委嘱されました。

再任 角田世司さん(利根町多那)

再任 藤井巧さん(上原町)

新任 真庭拓郎さん(薄根町)

新任 茂木惠理子さん(西原新町)

問い合わせ 生活課生活係(東原庁舎内)☎内線７７３

５１へ

教育委員に中村俊生さん

教育委員会は教育長と４人

の委員で構成されています。

このうち、中村俊生さん(馬喰

町)が、議会の同意を得て、

10月１日付で新教育委員に任

命されました。

平成29年度決算における健全化判断比率および資金不足比率は、基準を下回っていますが、本

市の財政を取り巻く状況は依然として厳しく、今後もより健全化に向けた財政運営に努めます。

｢地方公共団体の財政の健全化に関する法律｣に基づく

健全化判断比率・資金不足比率

区分

早期健全化基準
平成29年度
平成28年度
平成27年度
平成26年度
平成25年度

12.87％
—
—
—
—
—

17.87％
—
—
—
—
—

25.0％
9.3％
9.7％

10.6％
11.6％
13.1％

350.0％
71.4％
68.6％
73.1％
82.9％
86.2％

福祉、教育、まちづくり
など市町村の行政事務本
体における赤字の程度を
示す指標

市町村の全ての会計の赤
字と黒字を合算し、赤字
額が黒字額を上回る場合
にその程度を示す指標

市町村の一般会計などが
負担する公債費およびこ
れに準ずる経費の大きさ
を示す指標(過去３カ年
平均で算定)

市町村が翌年度以降にお
いて負担することが確定
している債務および負担
が見込まれる債務の大き
さを示す指標

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

平成29年度決算状況、公平委員、教育委員、人権擁護委員

平成29年度 決算状況
問い合わせ　財政課財政係☎内線３２６２一般会計

歳入 239億5,753万円

歳出 231億4,237万円

特別会計 市民１人当たりの歳入と歳出

歳入

49万2,669円

歳出

47万5,906円

水道事業

１世帯当たりの歳入と歳出

人口 48,628人　世帯 20,481世帯

※平成30年３月31日現在の住民基本台帳による

歳入

116万9,744円

歳出

112万9,943円

区分

区分 収入済額 支出済額

国民健康保険

後期高齢者医療

介護保険

簡易水道事業

下水道事業

農業集落排水事業

電気事業

収益的収入及び支出

資本的収入及び支出

70億6,808万円

６億 695万円

52億8,601万円

４億 515万円

14億2,067万円

１億5,168万円

4,633万円

４億 209万円

9,549万円

３億2,565万円

１億4,835万円

70億6,577万円

６億 675万円

51億4,460万円

４億 515万円

14億2,067万円

１億5,168万円

4,430万円

231万円

20万円

１億4,141万円

−

−

−

203万円

歳入決算額 歳出決算額 差引額

※歳入の｢その他｣は、自動車取得税交付金、配当割交付金、寄附金、

株式譲渡所得割交付金、地方特例交付金、ゴルフ場利用税交付金、

交通安全対策特別交付金、利子割交付金、繰越金です


